令和8年（行サ）第80号　人口比例選挙請求上告事件
上 告 人　鶴本　圭子　外116名
被上告人　東京都選挙管理委員会　外10名

証拠説明書（1）
【甲57の2、62の2、133～144の4】


令和8年7月30日

最高裁判所　御中
上告人ら訴訟代理人弁護士　　 升　　永　　  英　　俊
同　　　　弁護士　　久 保 利　　英　　明
同　　　　弁護士　　伊　　藤　　      真
同　　　　弁護士　　黒　　田　　健　　二
同　　　　弁護士　　江　　口　　雄 一 郎
同　　　　弁護士　　森　　川　　　　　幸
同　　　　弁護士　　山　　中　　眞　　人
同　　　　弁護士　　平　　井　　孝　　典
同　　　　弁護士　　多　　田　　幸　　生
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号証
	標目／作成者・出典／作成年月日／原本・写し
	立　証　趣　旨
	書面
引用頁

	甲57の2
	川人貞史衆議院議員区画定審議会会長（当時）・東京大学名誉教授著『日本の選挙制度と１票の較差』42～45、62～64頁（東京大学出版会　2024）／写し
	①　アダムズ方式による総議員定数の各州・準州への定数配分後 (●)の選挙区割り作成基準は、1964年から各州の独 (●)立 (●)の (●)選 (●)挙 (●)区 (●)画 (●)定 (●)委 (●)員 (●)会 (●)が担当し、「①選挙区人口は合 (●)理 (●)的 (●)に (●)可 (●)能 (●)な (●)限 (●)り (●)各州の議員1人あたり人口（選挙基数）に近づける、②区割りに際して、…（略）…例外的な状況を除き、選挙区人口は選挙基数の上下25％の範囲に収まるようにするあ (●)ら (●)ゆ (●)る (●)努 (●)力 (●)をするものとする」（強調　引用者）と定められている。（同書45頁）
②　「カナダは選挙区人口の範囲についてのルールは変わっていないが、この10年間で較差が減少している。日本の結果は、選挙区レベルの要素が2002年では各国の中で最大であり、2 (●)0 (●)2 (●)2 (●)年 (●)で (●)は (●)さ (●)ら (●)に (●)増 (●)加 (●)している。全国で最大較差2倍未満という基準は、他の国とは大きく異なる選挙区間の不均衡化をもたらしている可能性が高い」（強調　引用者）と記述する。（同書64頁）
	上告理由書(1)
6頁

	甲62の2
	和田淳一郎横浜市立大学教授『一票の平等の政治経済学　一人一票の投票価値の平等を追求する』165頁／（勁草書房　2024）／写し
	令和2（2020）年国勢調査人口（発表時）に基づく、和田淳一郎横浜市立大学教授による各方式（但し、アダムズ方式、サンラグ方式等を含む）の定数配分試算一覧。
	上告理由書(1)
33頁

	甲133

	ウィキペディア 「2024年アメリカ合衆国大統領選挙」（1～5/5頁）／印刷日2026年7月19日／Wikipedia／写し
	同選挙結果は下記の通りであった。
2024年11月　米連邦大統領選（概ね人口比例選挙）
1位　トランプ氏　50.8％（77,302,580票）
2位　ハリス氏　　49.2％（75,017,613票）
（但し、相対的得票率）
投票率：　64.1％
	上告理由書(1)
28頁


上告理由書(3)
51頁

	甲134

	ウィキペディア 「2022年ブラジル大統領選挙」（1～5/5頁）／印刷日2026年7月19日／Wikipedia／写し
	同選挙結果は下記の通りであった。
2022年10月　ブラジル大統領選（人口比例選挙）
1位　ルーラ氏　     50.90％（60,345,999票）
2位　ボルソナーロ氏　49.10%（58,206,354票）
投票率：　79.4％
	上告理由書(1)
28頁


上告理由書(3)
52頁

	甲135

	ペルー大統領選に関するビジネス短信／日本貿易振興機構（ジェトロ）／2026年7月3日／写し
	同選挙結果は下記の通りであった。
2026年6月　南米ペルー大統領選（人口比例選挙）
1位　ケイコ・フジモリ氏　50.1％（9,223,396票）
2位　サンチェス氏　49.9％（9,173,755票） 
投票率：　71.8％
	上告理由書(1)
28頁


上告理由書(3)
52頁

	甲136

	コロンビア大統領選に関するビジネス短信／日本貿易振興機構（ジェトロ）／2026年6月23日／写し
	同選挙結果は下記の通りであった。
2026年6月　コロンビア大統領選（人口比例選挙）
1位　アベラルド・デラエスプリエジャ氏　50.5％（12,959,542票）
2位　イバン・セペダ氏　49.5％（12,708,712票） 
（但し、相対的得票率）
投票率：　62％
	上告理由書(1)
29頁


上告理由書(3)
52頁

	甲137

	「ドイツ連邦議会の新選挙制度―超過・調整議席の廃止と2025年総選挙―」／国立国会図書館レファレンスNo..895／2025年7月20日／写し
	①　同論文（42頁）
ドイツ連邦憲法裁判所は2024年7月30日に同改正法の合憲性につき判決した（甲64）。同判決は、「小選挙区に地域代表の意味を持たせる規定は基本法にもこれまでの選挙法にもないとし、立法者には州の人口比で議席配分を行う義務はないとした。」「小選挙区当選人は、小選挙区の代表者ではなく国民全体を代表する」と確認した。

②同論文（47頁）
2025年ドイツ連邦議会選挙では、与党であるCDU/CSU及びSPDの3党が総投票数*2の52％を得票し、52％の議席を獲得した。
*2 　5%阻止条項の適用あり。

	
上告理由書(1)
29頁


上告理由書(3)
52頁








上告理由書(1)
7～8頁


	甲138

	「米関税還付「13兆円」受理」と題する日経記事／日本経済新聞社／2026年5月28日／写し
	2026年2月20日、米連邦最高裁は、（連邦議会の承認なく発した、関税の大統領令を違憲無効と判決した）米連邦地裁判決及び米連邦高裁判決を支持した（甲127）。
同判決に基づき4月に還付手続きが始まった。米政府によれば裁判対象の還付総額は利息を除いて1,660億米ドル（26兆円）であり、1か月半でおよそ半分（13兆円）の還付が受理された（甲138）。
	上告理由書(1)
24頁


上告理由書(3)
74頁

	甲139
	（ウィキペディア）「1995年ケベック独立住民投票」／印刷日2026年7月13日／Wikipedia／写し
	1995年10月30日、ケベック州にて同州のカナダからの離脱の是非を問うレファレンダムが行われ、離脱反対派が50.6％、離脱賛成派が49.4％とわずか1.2％の僅差で離脱反対派が勝利した。
	上告理由書(1)
5頁

	甲140
	「加アルバータ州、分離独立問題巡り10月に住民投票」と題するロイター（ウェブ）記事／ロイター／2026年5月22日／写し
	ロイター通信（2026.5.22）は、カナダ・アルバータ州のダニエル・スミス州首相が、2026年5月21日、カナダからの分離独立問題に関する住民投票を10月に実施すると発表したと報じた。
	上告理由書(1)
5頁

	甲141
	森哲男大阪工業大学情報科学部情報システム学科教授「我が国の選挙制度改革をアダムズ方式－議席配分の観点から－」／日本応用数理学会論文誌Vo..27 No.3／2017／写し
	同論文が、「わが国では、アダムズ方式は人口に比例した議席配分を行う、あるいは、１票の格差を小さくするとマスコミは煽っているが、アダムスの母国アメリカでの評価はだいぶ違うようである。アダムズがこの方法を提案した1832年には、議会で審議されたものの、決して賛同を得ることができなかった。…（略）…この認識は現代のアメリカでも共有されており、アダムズ方式が近い未来のうちに採用される可能性は少ないと思われる。…（略）…カナダ下院議員の州への議席配分でも、アダムズ方式に似たものが使用されている」（下線　引用者）と記述する、等。
	上告理由書(1)
6頁

	甲142
	Karcher v. Daggett事件口頭弁論（1983年3月2日）陳述記録／米連邦最高裁ウェブサイト／写し
	1983年3月2日に行われた米連邦最高裁の口頭弁論の内容。
	上告理由書(1)
11～13頁

	甲143
	今井耕介米ハーバード大学政治学部統計学部教授「選挙区割りと1票の格差　アルゴリズムで改善できる」／日経ビジネス2022.12.19号／写し
	同記事は、今井耕介米ハーバード大学政治学部統計学部教授による「衆議院議員選挙システムにシミュレーションアルゴリズムを活用した研究プロジェクト」の内容を報じた。
	上告理由書(1)
14頁

	甲144の1
	今井教授らによる「衆議院議員選挙システムにシミュレーションアルゴリズムを活用した研究プロジェクト立ち上げ」のプレスリリース／https://rijs.fas.harvard.edu/ja/news/kosuke-imai-launches-algorithm-assisted-redistricting-methodology-alarm-project／2022年8月17日／ハーバード大学（ライシャワー日本研究所）ウェブサイト内／写し
	今井耕介米ハーバード大学政治学部統計学部教授は、ハーバード大学（ライシャワー日本研究所）の支援により、「衆議院議員選挙システムにシミュレーションアルゴリズムを活用した研究プロジェクト」を立ち上げた。
	上告理由書(1)
14頁

	甲144の2
	今井教授らによる研究プロジェクトサイト「47都道府県選挙区割シミュレーション　－アルゴリズムを活用した衆議院小選挙区の区割り改定案の作成と分析」／ 2022年4月23日／著者：今井 耕介、宮﨑 将、山田 健人、八橋 嶺／https://alarm-redist.org/japan/ ／ハーバード大学（ライシャワー日本研究所）ウェブサイト内／写し
	甲144の1のプレスリリースで紹介されたプロジェクトの内容。
	上告理由書(1)
14頁

	甲144の3
	今井教授ら研究プロジェクトサイト（甲144の2）内のアルゴリズムによる衆議院小選挙区の区割り改定案「福岡県」／https://alarm-redist.org/japan/analyses/40_fukuoka/　／ハーバード大学（ライシャワー日本研究所）ウェブサイト内／写し
	[bookmark: _Hlk235003460]同研究プロジェクトのアルゴリズム改定案によれば、2022年7月現在、令和2年国勢調査人口において、福岡県内の選挙区は、少なくとも1票較差・最大1.382倍の選挙区割りが可能であった。
	上告理由書(1)
14～18頁

	甲144の4
	【今井教授ら研究プロジェクトの人口に関するデータ／https://github.com/alarm-redist/japan/blob/malapportionment/analyses/40_fukuoka/40_fukuoka_hr_2020_doc.md　／ハーバード大学（ライシャワー日本研究所）ウェブサイト内】基に作成した各選挙区の人口数を示すエクセル表／上告人代理人／2026年7月15日／写し
	今井教授ら研究プロジェクトサイト内の「40_fukuoka_hr_2020_stats.csv: 区割り改定案の元での選挙区ごとの日本人人口（総人口-外国人人口）」を基に、各選挙区ごとの人口及び市町村をまとめた一覧表。
	上告人準備書面(1)
17～18頁


以上


